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NTTNTTグループの環境保護に向けた考え方グループの環境保護に向けた考え方
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※４つのテーマ
・人と社会のコミュニケーション
・人と地球のコミュニケーション・人と地球のコミュニケーション
・安心・安全なコミュニケーション
・チームＮＴＴのコミュニケーション

NTTNTTグループの環境保護活動に対する考え方グループの環境保護活動に対する考え方

ＮＴＴグループでは、「ＮＴＴグループ･エコロジー・プログラム２１」（『ＮＴＴグループ地球環境憲章』、『地域コミュニティへの貢献』、

『最先端の環境技術による貢献』の３つの柱）に沿って地球環境保護活動を推進してきました。２００６年に制定した「ＮＴＴグルー

プＣＳＲ憲章」の中でも、４つのテーマ※の１つとして『人と地球のコミュニケーション』を掲げており、『自らの環境負荷低減』と『情報

通信サービスの提供を通じた社会全体の環境負荷低減』の二つの軸に基づいて、取り組みを展開しています。

ＮＴＴグループでは、「ＮＴＴグループ･エコロジー・プログラム２１」（『ＮＴＴグループ地球環境憲章』、『地域コミュニティへの貢献』、

『最先端の環境技術による貢献』の３つの柱）に沿って地球環境保護活動を推進してきました。２００６年に制定した「ＮＴＴグルー

プＣＳＲ憲章」の中でも、４つのテーマ※の１つとして『人と地球のコミュニケーション』を掲げており、『自らの環境負荷低減』と『情報

通信サービスの提供を通じた社会全体の環境負荷低減』の二つの軸に基づいて、取り組みを展開しています。

ＮＴＴグループＮＴＴグループ
ＣＳＲ憲章ＣＳＲ憲章
(2006(2006年制定年制定))

ＮＴＴグループＮＴＴグループ
環境貢献ビジョン環境貢献ビジョン
(2006(2006年制定年制定))

ＮＴＴグループＮＴＴグループ
地球環境憲章地球環境憲章
((11999999年制定年制定))

ＮＴＴグループ・ＮＴＴグループ・
エコロジー・プログラム２１エコロジー・プログラム２１

((１９９９年制定）１９９９年制定）

グループのＣＳＲ活動の指針

３つの柱： 『ＮＴＴグループ地球環境憲章』、『地域コミュニティへの貢献』、

『最先端の環境技術による貢献』

主要行動計画目標
①温室効果ガス削減
②廃棄物削減
③紙資源削減

自らの環境負荷低減自らの環境負荷低減
情報通信サービスの提供を通じた情報通信サービスの提供を通じた
社会全体の環境負荷低減社会全体の環境負荷低減

ＩＣＴサービスの提供を通じた
社会全体の環境負荷低減に貢献
（2010年に1,000万トン）
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NTTNTTグループの地球温暖化グループの地球温暖化防止への防止への取り組み取り組み

NTTグループ事業全体
でのCO2排出量削減

NTTNTTグループ事業全体グループ事業全体
でのでのCOCO22排出量削減排出量削減

NTTグループが提供する
サービスによる社会全体
のCO2削減

NTTNTTグループが提供するグループが提供する
サービスによる社会全体サービスによる社会全体
ののCOCO22削減削減

自らの環境
負荷低減

自らの環境
負荷低減

情報通信
サービスの提
供を通じた社
会全体の環
境負荷低減

情報通信
サービスの提
供を通じた社
会全体の環
境負荷低減

環境・エネルギー関連の新
技術のR&Dの推進

（光アクセスシステム(PON)、
燃料電池、バックアップ電
源、高効率デバイス、環境
影響評価技術、など ）

環境・エネルギー関連の新
技術のR&Dの推進

（光アクセスシステム(PON)、
燃料電池、バックアップ電
源、高効率デバイス、環境
影響評価技術、など ）

④製品・サービスによる環境負荷の低減
・Bフレッツ、フレッツADSL、FOMAサービスによる、環境負荷
の低減（2006年度で約400万トンの削減効果（NTT試算））
・さつまいもの水気耕栽培システムによる屋上緑化 など

④④製品・サービス製品・サービスによる環境負荷の低減による環境負荷の低減
・Bフレッツ、フレッツADSL、FOMAサービスによる、環境負荷
の低減（2006年度で約400万トンの削減効果（NTT試算））
・さつまいもの水気耕栽培システムによる屋上緑化 など

③自然エネルギー導入促進
・太陽光発電、風力発電などの導入

（１１２箇所、1.８MW）

③自然エネルギー導入促進
・太陽光発電、風力発電などの導入

（１１２箇所、1.８MW）

①ネットワーク、データセンタの省エネ対策促進
（TPRの推進）

・高効率空調、電源設備の導入促進
・直流給電（48Ｖ、高電圧）の推進
・省エネ通信機器の導入 など

①ネットワーク、データセンタの省エネ対策促進①ネットワーク、データセンタの省エネ対策促進
（（TPRTPRの推進）の推進）

・高効率空調、電源設備の導入促進
・直流給電（48Ｖ、高電圧）の推進
・省エネ通信機器の導入 など

②オフィス、物流での省エネ促進
・チームマイナス6％の推進
・低公害車（ハイブリッド車、天然ガス車など）の導入、エコドライ

ブの推進
・物流一元管理によるモーダルシフトの推進 など

②オフィス、物流での省エネ促進②オフィス、物流での省エネ促進
・チームマイナス6％の推進
・低公害車（ハイブリッド車、天然ガス車など）の導入、エコドライ

ブの推進
・物流一元管理によるモーダルシフトの推進 など

地球温暖化防止については、主要行動計画目標を定めて温室効果ガス削減に取り組んできています。特に、ＮＴＴグループのCO2

排出量の90%以上をしめる電力使用量の削減については、 TPR（トータルパワー改革）運動など、グループ一体となった省エネ活

動や、ソーラシステム導入拡大のための「グリーンNTT」などの活動を展開してきました。また、NTTグループが提供するICTサービス

の拡大を通じて、エネルギー利用効率の改善、物の生産・消費の効率化・削減、人・物の移動の削減など、社会全体のCO2削減に

貢献していきます。

地球温暖化防止については、主要行動計画目標を定めて温室効果ガス削減に取り組んできています。特に、ＮＴＴグループのCO2

排出量の90%以上をしめる電力使用量の削減については、 TPR（トータルパワー改革）運動など、グループ一体となった省エネ活

動や、ソーラシステム導入拡大のための「グリーンNTT」などの活動を展開してきました。また、NTTグループが提供するICTサービス

の拡大を通じて、エネルギー利用効率の改善、物の生産・消費の効率化・削減、人・物の移動の削減など、社会全体のCO2削減に

貢献していきます。

人と地球
のコミュニ
ケーション

人と地球
のコミュニ
ケーション

⑤その他
・家庭での省エネ取り組みの奨励
・森林保護活動（「ドコモの森」など） など

⑤その他⑤その他
・家庭での省エネ取り組みの奨励
・森林保護活動（「ドコモの森」など） など

ＮＴＴグループの温暖化対策の推進の概要

「グリーンNTT」
2012年に5MWへ拡大
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NTTNTTグループの温暖化防止目標についてグループの温暖化防止目標について
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ICTICTシステムにおける省エネ対策システムにおける省エネ対策
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IICCTTシステムにおける省エネルギーの課題システムにおける省エネルギーの課題

インターフェース

システム全体のエネルギー
マネージメントなど

ネットワーク，ネットワーク，システムシステム

ネットワーク統合（NGN），
仮想化，クラウドｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞなど

装置装置

電源回路の高効率化
ファンの低消費電力化，熱設計など

デバイスデバイス

デバイスの低電圧化，
リーク電流削減，CPUのマルチコア化など

インターフェース

待機モード，部品レベル
での冷却技術など

設備設備
（空調・電源など）（空調・電源など）

給電装置や
空調装置の

高効率化など

インターフェース

直流給電，空調温度や
吸排気方向の統一，

局所冷却など
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ICTICT装置の発熱量トレンド装置の発熱量トレンド
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ASHRAE TC9.9より

ICT機器が消費する電力は熱として放出されるため、単位面積あたりで見ても発熱量が急
激に増加し、冷却システムの負担が大きくなっている。

ICT機器が消費する電力は熱として放出されるため、単位面積あたりで見ても発熱量が急
激に増加し、冷却システムの負担が大きくなっている。

20002000年からの年からの
66年間で年間で44倍以上倍以上



Copyright(c) 2009 日本電信電話株式会社9

データセンタのエネルギー効率を示す指標データセンタのエネルギー効率を示す指標 PUE PUE とと 向上策向上策

ベンダー主導で低消費電力化
・省電力プロセッサなどのデバイスレベル
・仮想化、MAID(Massive Arrays of Inactive Disks)などの省電力モード

NTT-G主導で低消費電力化
・FMACS空調機、空調気流制御、ﾀｽｸｱﾝﾋﾞｴﾝﾄ、給電機器類高効率化、直流給電

●●PUEPUEの向上策の向上策
・・ITIT装置の低消費電力化装置の低消費電力化 →→ 効果大効果大
・空調システムの効率向上、容量適正化・空調システムの効率向上、容量適正化 →→ 効果大効果大
・電力供給システムの効率向上、容量適正化・電力供給システムの効率向上、容量適正化 →→ 効果中～大効果中～大
・照明や施設サポート部分の省エネルギー・照明や施設サポート部分の省エネルギー →→ 効果小効果小
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PUEPUEによるデータセンタの評価によるデータセンタの評価
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PUE=3.0PUE=3.0 PUE=2.1PUE=2.1

1.51.5未満未満 NTTNTT--FF 20082008年以降のすべての年以降のすべてのDCDC

現状の平均的なNTTビル PUE=1.7PUE=1.7

米国の最新DC

●Uptime Institute(2006)
北米の85%のデータセンターが3.0程度に分布すると報告
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給電系の省エネ給電系の省エネ
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直流給電直流給電による消費電力低減への取り組みによる消費電力低減への取り組み

通信システムや情報システムなど停電バックアップを必要とするシステムでは、バッテリーに充電す
るために必ず交流（ＡＣ）を直流（ＤＣ）に変換する必要があり、ＡＣ/ＤＣなどの電力変換を行う毎に
電力損失が発生する。直流給電は交流給電よりも変換回数が少ないため電力損失が少なく、省エネル
ギーとなり、さらに電力損失による熱を冷やすための空調電力も削減できる。

交流電源システム

交流給電交流給電交流給電

商用電源
バッテリー

CPU
AC/DC
変換

DC/AC
変換

AC100,200V

ICT機器

商用電源
バッテリー

CPU
AC/DC
変換

DC48V DC/DC
変換

ICT機器

直流給電直流給電直流給電

直流電源システム

通信ビル／データセンター

通信ビル／データセンター

空調

空調

～ ～ ～
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

～ ～ ～←電力損失（熱）

AC/DC
変換

DC/DC
変換

AC

AC DC

直流給電は、交流給電よりも直流給電は、交流給電よりも
トータルの消費電力をトータルの消費電力を１５％１５％削減可能削減可能
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近年のICT機器は、消費電力が増大し続けている。
その結果、直流48Vでは給電ケーブルの太さや本数が増加し、
作業性やケーブルスペースの問題が生じ始めた。

現状の直流給電における技術的な課題現状の直流給電における技術的な課題

給電ケーブル

ICT機器

給電電圧を直流の高電圧にすることで上記の問
題を解決する技術が高電圧直流給電高電圧直流給電

消費電力の増大消費電力の増大
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高電圧直流給電高電圧直流給電方式の開発方式の開発

給電電圧を給電電圧をDC48DC48ＶからＶからDC400VDC400V程度に高電圧化程度に高電圧化

■今後検討が必要な事項

-直流電源システムや高電圧直流対応ICT機器の開発
-直流電源システムとICT機器との各種インター
フェース条件の標準化
-コネクタやヒューズなど部品類の開発と標準化

商用電源
バッテリー

CPU
AC/DC
変換

DC/DC
変換

ICT機器直流電源システム

通信ビル／データセンター
空調

～ ～ ～ ～ ～ ～←電力損失（熱）

AC

DC48V

⇒DC400V程度

高電圧

直流給電

高電圧高電圧

直流給電直流給電
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Ｙ

CBOX

ICT装置

高電圧化することで、
スペースが効率的に
使える

HVDC用
整流装置

DC48V用
整流装置

１架１架

22架架

DC４８Ｖ給電（左)

HVDC給電（右)

整流装置 ～ 電流分配装置

DC４８Ｖ給電（左)

HVDC給電（右)

電流分配装置 ～ ICT装置

高電圧化することで
配線ケーブルを細く
することができ、作業
性を上げられる

省エネ性能に加えた省エネ性能に加えた高電圧直流給電高電圧直流給電方式のメリット方式のメリット

AC200V

３相トランス

蓄電池

DC400V
程度

整流装置

電流分配装置
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（１）高電圧直流給電技術の新規開発

ー高電圧直流給電技術の開発及び標準化へのグループを挙げた
取り組み

ー2010年度までの導入開始を目標

直流給電推進に対する直流給電推進に対するNTTNTTグループ方針グループ方針

（２）直流給電の導入拡大

ー今後、NTTグループの通信システムや情報システムの新設、
更改において、直流給電（当面は直流48Ｖ）の導入を推進

ー直流給電対応製品の拡大をサーバ・ストレージベンダなどへ
働きかけ

（３）直流給電の普及

ー社外プロジェクトへの参画や国際連携活動などを通して、直
流給電を世の中に広く普及

NTT東日本
の導入例
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テクニカルリクワイヤメントの公開テクニカルリクワイヤメントの公開についてについて

省エネルギーに貢献する直流給電方式の普及・推進を目指して、通信装置の給電イン
タフェースに関するテクニカルリクワイヤメントを公開

省エネルギーに貢献する直流給電方式の普及・推進を目指して省エネルギーに貢献する直流給電方式の普及・推進を目指して、、通信装置の給電イン通信装置の給電イン
タフェースに関するテクニカルリクワイヤメントタフェースに関するテクニカルリクワイヤメントをを公開公開
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空調の省エネ空調の省エネ
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NTTNTTグループの空調技術グループの空調技術

気流分配

ホットアイル／コールドアイル

気流分配

ホットアイル／コールドアイル

液冷？

Ａ:FMACS+二重床吹
き出し

Ｂ:FMACS+二重床吹き出し
＋天井吸い込み

Ｂ:FMACS+二重床吹き出し
＋天井吸い込み

Ｆ:並列グリッド空調

空調・ラック平行配置

直接冷却：架列型・液冷

C:タスクアンビエント空調

“B”+天井マウント型クーラー

C:タスクアンビエント空調

“B”+天井マウント型クーラー

Ｄ:応用気流設計

“B”+気流応用設計Ｅ:タスクアンビエント空調

“B”+ラック型空調

ワークステーション

A:
アンビエント空調

B:
アンビエント空調
＋天井吸い込み

C:
アンビエント空調+
タスク空調（天井型）

D:
アイルキャッピング

E:
アンビエント空調
+タスク空調（ラック型）

F:
並列グリッド空調
（空調・ラック並行配置）
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高効率高効率空調空調機とアイルキャッピングの採用機とアイルキャッピングの採用 (NTT(NTT--F)F)

ＦＭＡＣＳ－Ⅴおよびラック型空調機などの高効率空調機とアイルキャッピングの採用に
より、汎用技術を採用した場合に比べて、約６５％ の省エネルギーを実現。

ＦＭＡＣＳ－Ⅴおよびラック型空調機などの高効率空調機とアイルキャッピングの採用に
より、汎用技術を採用した場合に比べて、約約６５６５％％ の省エネルギーの省エネルギーを実現を実現。

６５％低減

＜設備＞
・汎用の電算機室用空調機の採用
・二重床開口パネル設計なし

＜状況＞
・空調機の運転効率が低い
・冷却空気と高温排気が混合

＜設備＞
・ＦＭＡＣＳ－Ⅴ、ラック型空調機の採用
・アイルキャッピングの採用

＜状況＞
・空調機の運転効率が高い
・冷却空気と高温排気が分離

汎用
電算機室空調機 ＦＭＡＣＳ－Ⅴ

アイルキャッピング
ラック型空調機

二重床
開口パネル
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ICTICT機器とファシリティーとの統合連係機器とファシリティーとの統合連係 (NTT(NTT--F)F)

サーバー ストレージ 物理センサー

マネジメントサーバー

SNMP

統合管理サーバ

IＣT機器監視・制御 ファシリティ設備監視・制御連係

空調ｸﾞﾙｰﾌﾟｺﾝﾄﾛｰﾙﾕﾆｯﾄ

SNMP SNMP

空調機

空調機ベンダ仕様
・仮想化
・最適制御
・FAN制御

・故障対応
・ITファシリティマネジメント

サーバー ストレージ 物理センサー

マネジメントサーバー

SNMP

統合管理サーバ

IＣT機器監視・制御 ファシリティ設備監視・制御連係連係

空調ｸﾞﾙｰﾌﾟｺﾝﾄﾛｰﾙﾕﾆｯﾄ

SNMP SNMP

空調機

空調機ベンダ仕様
・仮想化
・最適制御
・FAN制御

・故障対応
・ITファシリティマネジメント

サーバー、ストレージなどのＩＣＴ機器と空調機をはじめとするファシリティー機器とを統合
連係することで、データセンターの「見える化」を図るとともに、全体最適化を実現する。
本開発は、ＮＴＴファシリティーズと日立製作所とで共同開発を進めている。

サーバー、ストレージなどのＩＣＴ機器と空調機をはじめとするファシリティー機器とを統合
連係することで、データセンターの「見える化」を図るとともに、全体最適化を実現する。
本開発は、ＮＴＴファシリティーズと日立製作所とで共同開発を進めている。
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通信機器通信機器の省エネの省エネ
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NTTNTTグループのグループの省エネ設備の導入事例省エネ設備の導入事例

NTTNTT西日本西日本CSRCSR報告書報告書20082008より抜粋より抜粋

NTTNTT東日本東日本CSRCSR報告書報告書20082008より抜粋より抜粋

NTTNTTドコモドコモCSRCSR報告書報告書20082008
より抜粋より抜粋

http://www.ntt-east.co.jp/csr/action/theme02/theme02_05.html

http://www.ntt-west.co.jp/kankyo/report/2008/pdf/07.pdf

http://www.nttdocomo.co.jp/corporate/
csr/report/pdf/csr2008_p33_34.pdf
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ICTICT装置・機器に関する既存の省エネ性能基準装置・機器に関する既存の省エネ性能基準

装置種別 装置例 評価式 基準値（エネルギー消費効率等） 備考

アクセス系装置 L2スイッチ

（シャーシ型）
検討中

L2スイッチ

（ボックス型）

E=（（αn・X+βn）+Pn）/T 管理機能の有無に応じて分類。
目標年度に出荷する装置について、エネルギー効
率を出荷台数で加重平均した値が下回らないように
すること。

E：エネルギー効率

αn：ポートあたりの消費電力
βn：固定消費電力
X：回線速度毎のポート数
Pn：PoEの消費電力加算分

転送系装置 大型ルータ/L3ス
イッチ

検討中

小型ルータ
（VPN機能無）

P WAN側のインターフェース（イーサネット、ADSL）と
LAN側のインタフェース（イーサネット、VoIP、無線）ご
とに分類。4.0～8.8

P：消費電力（W)

小型ルータ
（VPN機能有）

検討中

サーバ サーバ E=消費電力(W)/性能(MTOPS) 入出力信号伝送路本数や主記憶容量により、3.1～
0.0022

E：エネルギー効率
MTOPS：性能を表す指標（複合理論性能）

ストレージ ストレージ E=消費電力(W)/記憶容量（GB) ＜exp(2.98×ln(N)‐C） E：エネルギー効率
N：回転数、C：定数

（注） TEER：Telecommunications Equipment Energy Efficiency Rating
Ptotal=(0.35×Pmax)+(0.4×P50)+(0.25×Psleep)

Ptotal：平均的消費電力、Pmax：最大性能消費電力、Pno：銘板表示電力、P50：50%性能消費電力、Psleep：アイドル消費電力

○ 省エネトップランナー基準（経済産業省資源エネルギー庁、（財）省エネルギーセンター）
目的：民生・運輸部門のエネルギー消費の増加を抑えるため、エネルギーを多く使用する機器ごとに省エネルギー性能の向上を促すための目標基準として制定

装置種別 装置例 評価式 基準値 備考

リンク系装置 ROADM TEEER=‐Log（Ptotal／T）（注） ≧7.54 T:最大スループット

アクセス系装置 OLT等 TEEER=（N／Ptotal）＋1（注） ≧2.50 N：アクセスライン数

転送系装置 コアルータ TEEER=‐Log（Ptotal/最大転送容量）（注） ≧7.67

エッジルータ TEEER=‐Log（Ptotal/最大転送容量）（注） ≧7.67 Verizon区分では交換機/スイッチ/ルータ

サーバ サーバ E=SPECpower_ssj2008/100 ≧6.53 E：エネルギー効率
SPECpower_ssj2008：性能を表す指標

（省エネトップランナー基準パンフレット、経済産業省「総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会」資料、（財）省エネルギーセンターホームページより抜粋して作成）

○ 米・ベライゾン社調達基準
目的：自社の省エネ・環境配慮を目的とした機器の調達基準として、納入するベンダー各社に対して示したもの。

（ ベライゾン社ホームページ（http://www.verizonnebs.com/TPRs/VZ-TPR-9205.pdf ）より抜粋して作成）

情報通信分野におけるエコ情報通信分野におけるエコ
ロジー対応に関する研究会ロジー対応に関する研究会
（第（第33回）資料回）資料66より再掲より再掲
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ネットワークネットワークの省エネの省エネ
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0

50

100

SS

PON

端末装置
アクセス設備
ビル設備
ＩＰ網

PONPON※※による光接続サービスの環境負荷削減による光接続サービスの環境負荷削減の事例の事例

ＯＮＵ

ＦＴＭ

終端装置

スイッチ

ルータスプリッタ

PONによる追加
PONによる改良

スプリッタ

ビル設備
ＩＰ網

端末設備

アクセス設備

光ケーブル
マンホール
電柱等

光ケーブルの共有、信号の多重化により光ケーブルの共有、信号の多重化によりCOCO22排出量を排出量を5757％削減％削減

パソコンの使用時間は１時間、ＯＮＵは２４時間ＯＮ
首都圏における１加入者１年間あたりのＣＯ２排出量

C
O

2
排

出
量

（
kg

）

※Passive Optical Network
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IPIP接続サービスのエネルギー消費の効率化接続サービスのエネルギー消費の効率化

～350万トン

CO2排出量の推移

・ＩＰ系設備の設置にあたっては、直流給電の推進、高効率空調設備の導入等、エネルギー消費削減に努めてい

るものの、ＩＰ接続サービス、携帯電話等の加入者数の増大に伴い、消費エネルギーは増大

・一方、IP接続サービスの高速化が進んだが、アクセス網を光化することにより、ISDN、ADSLと比較して、お客様

一人あたりの環境負荷は最大1/2程度に削減されるとともに、情報伝送の環境効率は約2000倍に向上

・ＩＰ系設備の設置にあたっては、直流給電の推進、高効率空調設備の導入等、エネルギー消費削減に努めてい

るものの、ＩＰ接続サービス、携帯電話等の加入者数の増大に伴い、消費エネルギーは増大

・一方、IP接続サービスの高速化が進んだが、アクセス網を光化することにより、ISDN、ADSLと比較して、お客様

一人あたりの環境負荷は最大1/2程度に削減されるとともに、情報伝送の環境効率は約2000倍に向上

（注）
環境負荷には、お客様設置設
備を含む（DSU、ADSLモデム、
ONU等）

※1

※2

※1 環境効率＝
（最大伝送速度）
÷（環境負荷（CO2排出量））

※2 ファクター＝
（ADSL、Bフレッツの環境効率）÷
（フレッツISDNの環境効率）

※3
上り速度（1Mbps）と下り速
度（12Mbps）の平均値

（PON方式）

2005年度NTTグループCSR報告書より抜粋
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グリーンガイドライングリーンガイドライン
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NTTNTTグループのグリーンガイドライングループのグリーンガイドライン

環境ガイドライン

研究開発研究開発
グリーンＲ＆Ｄ
ガイドライン

（2000年制定）

建建 物物
建物グリーン設計

ガイドライン
（1997年制定）

製製 品品
グリーン調達
ガイドライン

（1997年制定）

事業展開

設備・施設の
環境負荷低減

購入品の指針 将来の指針
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NTTNTTグループグループ グリーン調達ガイドライングリーン調達ガイドライン

トップランナー基
準のあるもの、国
際エネルギース
タープログラム対
象製品はこれに
準じた性能を有
すること

NTTNTT西日本西日本CSRCSR報告書報告書20072007
より抜粋より抜粋
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自然エネルギーの導入促進自然エネルギーの導入促進
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「「グリーンＮＴＴグリーンＮＴＴ」」 ((太陽光発電など自然エネルギーの積極的活用太陽光発電など自然エネルギーの積極的活用))の概要の概要

（１）（１） ＮＴＴグループにおけるソーラーシステム等の導入ＮＴＴグループにおけるソーラーシステム等の導入

現在の自然エネルギー発電の導入：現在の自然エネルギー発電の導入：
１．８ＭＷ規模（１１２箇所）１．８ＭＷ規模（１１２箇所）

２０１２年までの目標：２０１２年までの目標：
５ＭＷ規模（研究所、通信ビル、データセンタなど）５ＭＷ規模（研究所、通信ビル、データセンタなど）

（２）（２） ＬＬＰ（有限責任事業組合）の設立ＬＬＰ（有限責任事業組合）の設立
ＮＴＴグループ出資の「ＮＴＴ－グリーンＬＬＰ」を、新たに設立ＮＴＴグループ出資の「ＮＴＴ－グリーンＬＬＰ」を、新たに設立
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ＮＴＴ西日本 深草

ＮＴＴ東日本 群馬支店

ＮＴＴ西日本 富山東田地方

ＮＴＴドコモ 天瀬出口

ＮＴＴーＦ 久米島

ＮＴＴ西日本 宮島口

ＮＴＴ西日本 博多支店

ＮＴＴ西日本 鴨池

ＮＴＴ西日本 宮崎支店

ＮＴＴ西日本 京阪奈

ＮＴＴドコモ 京都

ＮＴＴドコモ 柳谷鉢

ＮＴＴ西日本 大分金池

ＮＴＴドコモ 栖本河内

ＮＴＴドコモ 水戸

ＮＴＴ西日本 南熱海

ＮＴＴ東日本 研修センタ

ＮＴＴ東日本 市川中山

ＮＴＴドコモ 代々木

ＮＴＴ－Ｆ 横浜メディアタワー

ＮＴＴ東日本 戸塚

ＮＴＴドコモ 千葉

ＮＴＴ西日本 兵太夫

ＮＴＴ西日本 島田

ＮＴＴドコモ 権兵衛峠

ＮＴＴ西日本 三重支店

ＮＴＴ東日本 松本村井

ＮＴＴドコモ 島根

ＮＴＴドコモ 山口

ＮＴＴ西日本 猿投

ＮＴＴドコモ 東北

ＮＴＴドコモ 中国大手町

ＮＴＴドコモ 香椎

ＮＴＴドコモ 大分

ＮＴＴ西日本 津桜橋

ＮＴＴ西日本 出羽町

ＮＴＴドコモ 富来地頭

ＮＴＴ西日本 金沢支店

ＮＴＴドコモ 館山

ＮＴＴ東日本 千葉支店

ＮＴＴドコモ 沖ノ島

ＮＴＴドコモ 野村大野ヶ原

ＮＴＴ西日本 第一高蔵寺

ＮＴＴ西日本 津島

ＮＴＴ 武蔵野R&D

ＮＴＴ東日本 川越仲町

ＮＴＴドコモ 墨田

ＮＴＴドコモ 川崎

ＮＴＴドコモ 横須賀R&D

ＮＴＴドコモ 品川

ＮＴＴ東日本 釧路黒金

ＮＴＴドコモ 生花

ＮＴＴドコモ 池北峠

ＮＴＴドコモ 石北峠

ＮＴＴドコモ 根北峠

ＮＴＴドコモ 北海道(第2)

ＮＴＴドコモ 野牛山

ＮＴＴ西日本 神野新田・飯村・捨石・江戸橋

ＮＴＴ東日本 川岸町

ＮＴＴドコモ 久万中村

ＮＴＴ西日本 土佐堀

ＮＴＴドコモ 野村白髭

ＮＴＴ東日本 横浜戸塚

ＮＴＴ西日本 一身田

ＮＴＴ西日本 天白

ＮＴＴドコモ 長野

ＮＴＴドコモ 山梨

ＮＴＴ西日本 沖縄城間

ＮＴＴ西日本 東刈谷

ＮＴＴ西日本 音貝・本地・落合・生路・三重津

ＮＴＴ西日本 前芝・川田

ＮＴＴ西日本 瀬戸

ＮＴＴ西日本 八事（塩釜口）

ＮＴＴ西日本 水ヶ平 ＮＴＴ西日本 矢田

ＮＴＴ西日本 大阪東

ＮＴＴ西日本 研修ｾﾝﾀ

ＮＴＴドコモ 大阪

ＮＴＴドコモ 大阪南港

ＮＴＴドコモ 柳谷

自然エネルギー発電自然エネルギー発電 11１２１２箇所箇所
1.81.8MWMWの導入実績の導入実績

ＮＴＴドコモ 南知多豊丘ＮＴＴ西日本 愛媛砥部

ＮＴＴドコモ 高松

ＮＴＴドコモ 徳島

ＮＴＴドコモ 仲南馬背

ＮＴＴドコモ 貞光猿飼 ＮＴＴ西日本 水野

ＮＴＴ西日本 深溝

ＮＴＴドコモ 高根長沢

（凡例）

：ソーラーシステム

：風力発電システム

ＮＴＴドコモ 柏倉

ＮＴＴドコモ 秋田

ＮＴＴドコモ 山形

ＮＴＴドコモ 新潟

ＮＴＴーＦ 大通4丁目

ＮＴＴドコモ 月寒

ＮＴＴ西日本 日の出

ＮＴＴ西日本 金沢東田地方

ＮＴＴ東日本 秋田大潟村

ＮＴＴ西日本 金沢鳴和

ＮＴＴドコモ 東成瀬

ＮＴＴドコモ 高丘北

ＮＴＴドコモ 神戸

ＮＴＴドコモ 東古松 ＮＴＴドコモ 安芸穴内

NTTNTTにおける自然エネルギー発電システム設置状況における自然エネルギー発電システム設置状況
（2008年4月末現在）
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「「NTTNTT－グリーン－グリーンLLPLLP」の概要」の概要
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ICTICTの利活用による環境負荷低減効果の利活用による環境負荷低減効果
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ICTICTサービスによる社会全体の環境負荷低減サービスによる社会全体の環境負荷低減

情報通信ネットワークのＬＣＡ情報通信ネットワークのＬＣＡ

情報通信自身に

よる環境負荷量

情報通信自身に情報通信自身に

よる環境負荷量よる環境負荷量

情報流通サービス
により削減可能な

環境負荷量

情報流通サービス情報流通サービス
により削減可能なにより削減可能な

環境負荷量環境負荷量

-- 物流の効率化物流の効率化
-- 人の移動の削減人の移動の削減
--産業・生活の効率化産業・生活の効率化

-- エネルギーの使用エネルギーの使用
（端末数、ＮＷの増大）（端末数、ＮＷの増大）

-- 設備構築による資源利用設備構築による資源利用
-- 設備撤去に伴う廃棄物の発生設備撤去に伴う廃棄物の発生

環境に対するマイナスの要因環境に対するマイナスの要因 環境に対するプラスの要因環境に対するプラスの要因

－環境啓発・環境教育－環境啓発・環境教育

ＩＩCCＴサービスのＴサービスのLCALCA

生活へのネットワークの応用生活へのネットワークの応用

ICTICTを活用することは資源・エネルギーの利用による環境負荷をもたらすが、物を活用することは資源・エネルギーの利用による環境負荷をもたらすが、物
流の効率化など環境負荷削減効果もある流の効率化など環境負荷削減効果もある

ICTICTの環境に与える影響の環境に与える影響
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我が国における我が国におけるICTICT分野の分野のCOCO22排出削減量試算結果排出削減量試算結果

2.1 2.2 2.3

2.4

5.0
5.4

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

2006年度 2010年度 2012年度

CO2排出量（放送＋情報通信)

CO2削減量

2.1 2.2 2.3

2.4

5.0
5.4

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

2006年度 2010年度 2012年度

CO2排出量（放送＋情報通信)

CO2削減量

3,000万トン

6,800万トン

差し引き
3,800万トン（3.0%）の
CO2排出削減に貢献

1
９
９
０
年
度
の
日
本
の

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
に
対
す
る
割
合

2.3％

5.4％

2.2％ 2.4％

4.8％

2.6％

2012年において、ICT分野で３０００万トンのCO２が排出されるが、ICTの利活用により６８００万トンのCO２

排出削減効果が生じるため、3800万トンのCO２排出削減に貢献（1990年度の日本のCO２排出量の3.0％
に相当）

※ 本試算には効果が即時的には現れない「削減ポテンシャル」も含まれており、このポテンシャルを現実のものとするための取組が必要

総務省：「地球温暖化問題への対応に向けたICT政策に関する研究会報告書」 平成20年4月 p.42

(19の利活
用シーンの
積上げ)
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NTTNTTグループ環境貢献ビジョングループ環境貢献ビジョン

NTTNTTグループが提供するグループが提供するICTICTサービスにより、社会全体の環境負荷低減サービスにより、社会全体の環境負荷低減
に貢献するための指針として、「に貢献するための指針として、「NTTNTTグループ環境貢献ビジョン」を制定グループ環境貢献ビジョン」を制定

10001000万万tt--COCO22の削減量は、四国とほぼ同じ面積の森林（の削減量は、四国とほぼ同じ面積の森林（22万万kmkm22））
が吸収するＣＯが吸収するＣＯ２２量と同等量と同等
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・・ICTICTサービスの環境負荷低減効果を簡易に算出することができるサービスの環境負荷低減効果を簡易に算出することができる““情報通信サービス環境情報通信サービス環境

影響評価システム影響評価システム””を開発。を開発。

・・本システムを活用して本システムを活用してICTICTサービスの評価を実施し、評価結果を営業活動、環境管理活動、サービスの評価を実施し、評価結果を営業活動、環境管理活動、
広報活動等に展開するべく活動を行っている。広報活動等に展開するべく活動を行っている。

システム概要システム概要システム概要 システムの画面イメージシステムの画面イメージシステムの画面イメージ

インターネット

ユーザ

情報通信サービス環境影響評価システム情報通信サービス環境影響評価システム
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ICTICTサービスによる環境負荷低減効果の事例サービスによる環境負荷低減効果の事例

図 ICTサービスの評価例（Bフレッツ）0 50 100 150 200 250

Bフレッツ

従来手段

Bフレッツ

従来手段 固定電話 店舗での雑
誌購入

手紙
郵送

新聞
購読

その他

インターネット電話

ホームページ・掲示板・チャット・ブログ

メールマガジンなどによる情報入手電子メール

その他

201

108 46％削減

図 ICTサービスの評価例（Bフレッツ）

0

100

200

300

400

500

600

2005 2006 2007 年度

C
O

2
削

減
効

果
（
万

t-
C
O

2
） Bフレッツの環境負荷削減効果

フレッツADSLの環境負荷削減効果

FOMAの環境負荷削減効果

図 NTTグループのサービス提供によるＣＯ２削減効果



Copyright(c) 2009 日本電信電話株式会社41

データセンタの省エネへの取り組み事例データセンタの省エネへの取り組み事例
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Ｇｒｅｅｎ Ｄａｔａ Ｃｅｎｔｅｒ®の省エネ技術

データセンタにおける最新技術（太陽光発電システム、高電圧直流給電、
仮想化）の採用
30年以上の65万㎡以上の自社データセンタ運用実績による独自設計構
築ノウハウ・データを活用

太陽光発電システム
クリーンエネルギー導入によるデータセンタ
の負荷低減。

高効率空調設計
空調解析による最適な高効率空調シス
テムを採用。

変換ロスの少ない高圧直流給
電システムの検証を実施。

高電圧直流給電システム

ＩＴ機器

直流電源装置

バッテリ
ＣＰＵＤＣＡＣＤＣ

GG

高効率ラック設計
冷気を閉じ込める方式で実現する高負荷・高効率
ラックシステム。

仮想化技術を活用しＩＴ機器リソースをシェアす
ることでＩＴ機器の削減を実現。

仮想化技術

当社都内データセンタ （約1,200㎡）でＣＯ2換算で年間約2,000㌧削減を見込む

（東京ドーム２１個分の森林保護につながる。） ※当社ｉＤＣサービスと比べて、削減率30％以上の削減効果

当社都内データセンタ
（共通ＩＴ基盤サービス）
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仮想化技術によるスペースおよび電力の削減効果

FW FW

LB LB

SW SW

Mail/DNS Web/AP Web/AP

SW SW

Mail/DNS

DB DB

FW
LB
SW

FW
LB
SW

Web/AP
Mail/DNS

DB

Web/AP
Mail/DNS

DB

Strage× ５システム

サーバおよびネットワーク機器を仮想化技術により統合

スペース ７０％削減スペース ７０％削減

スペースおよび電力の削減効果

電力 ４０％削減電力 ４０％削減
ラック数 消費電力

10ラック

3ラック

統合前 統合後 統合前 統合後

40kVA

24kVA

※当社社内システムでのファイルサーバ統合における例
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・・NTTNTTコミュニケーションズでは、通信機械室の空調用コミュニケーションズでは、通信機械室の空調用
エネルギーの削減を実現エネルギーの削減を実現

・部屋全体を冷やすのではなく、温度センサによるき・部屋全体を冷やすのではなく、温度センサによるき
め細やかな遠隔温度管理に基づいて、ラックを集中め細やかな遠隔温度管理に基づいて、ラックを集中
的に冷却的に冷却

・・電力使用量約４％減電力使用量約４％減

http://www.metro.tokyo.jp/INET/OSHIRASE/2006/05/20g5f800.htm

東京都の「地球温暖化対策計画書制度」において、優良対策事例としてＨＰで紹介東京都の「地球温暖化対策計画書制度」において、優良対策事例としてＨＰで紹介

データセンタの省エネへの取組みデータセンタの省エネへの取組み
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利用者A   利用者B      利用者C   利用者D  ・・・

仮想化技術の今後の方向性仮想化技術の今後の方向性

仮想化技術は、１台のサーバを複数の利用者で共有し、それぞれがあたかもサーバ
を占有しているかのように使用可能にする。

クラウドコンピューティングは、複数台のサーバを複数の利用者で共有し、それぞ
れが使用しているサーバの所在やサーバ台数を意識せずに、必要分だけ使用可能に
する。

ＩＣＴリソースのさらなる効率的利用の観点から、仮想化技術のみならずクラウド
コンピューティングを利用したシステム／サービス集約など、高度化に向けた研究
開発等を産官学が連携しながら推進していくことが今後期待される。

仮想化技術は、１台のサーバを複数の利用者で共有し、それぞれがあたかもサーバ
を占有しているかのように使用可能にする。

クラウドコンピューティングは、複数台のサーバを複数の利用者で共有し、それぞ
れが使用しているサーバの所在やサーバ台数を意識せずに、必要分だけ使用可能に
する。

ＩＣＴリソースのさらなる効率的利用の観点から、仮想化技術のみならずクラウド
コンピューティングを利用したシステム／サービス集約など、高度化に向けた研究
開発等を産官学が連携しながら推進していくことが今後期待される。

利用者a     利用者b     利用者c    利用者d  ・・・

仮想化技術 複数台のサーバリソースを
複数の利用者で共有する

クラウドコンピューティング

１台のサーバリソースを
複数の利用者で共有する

A  B  C  D

A  B  C  D

注：クラウドコンピューティングの実現には仮想化技術も使用されている。
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その他の省エネ活動、及び、その他の省エネ活動、及び、
廃棄物リサイクルに向けた取組み廃棄物リサイクルに向けた取組み
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低公害車の導入、アイドリングストップ運動低公害車の導入、アイドリングストップ運動

＜＜NTTNTT東日本の事例＞東日本の事例＞
・・NTTNTT東日本岩手グループは、「平成２０年度大気汚染防止東日本岩手グループは、「平成２０年度大気汚染防止

推進月間エコドライブコンテスト」（主催：環境省、独立推進月間エコドライブコンテスト」（主催：環境省、独立
行政法人環境再生保全機構）において、優秀賞を受賞行政法人環境再生保全機構）において、優秀賞を受賞

＜＜NTTNTT西日本の事例＞西日本の事例＞
・・20042004年度から、年度から、NTTNTT西日本グループでは、より環境に配慮西日本グループでは、より環境に配慮

した運転方法を徹底する「エコドライブ運動」への取り組した運転方法を徹底する「エコドライブ運動」への取り組
みをみを開始開始

・・（社）日本自動車連盟（社）日本自動車連盟(JAF)(JAF)が主催する「エコドライブ宣が主催する「エコドライブ宣
言」に参加する取り組みを進め、約言」に参加する取り組みを進め、約55万人の社員が宣言を万人の社員が宣言を
行い、エコドライブ運動を推進行い、エコドライブ運動を推進

NTTグループでは、社用車の使用によるCO2排出量を抑制するために、低公害車
の導入を推進するともに、「アイドリング・ストップ運動」を継続して実施
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NTTNTTグループのグループの廃棄物廃棄物削減の取組み削減の取組み

・NTTグループの廃棄物は、●撤去通信設備、●建設工事廃棄物(建築・土木)、●オフィス
関連廃棄物、に分類

・積極的なリデュース・リユース・リサイクル活動により、2010年目標を前倒しで上回っ
ている

・・NTTNTTグループの廃棄物は、●撤去通信設備、●建設工事廃棄物グループの廃棄物は、●撤去通信設備、●建設工事廃棄物((建築・土木建築・土木))、●オフィス、●オフィス
関連廃棄物関連廃棄物、、に分類に分類

・・積極的なリデュース・リユース・リサイクル活動により、積極的なリデュース・リユース・リサイクル活動により、20102010年目標を前倒しで上回年目標を前倒しで上回っっ
ているている
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再生ケーブル(外被)、セメント原料など⇒メタルケーブル、光ケーブル

リサイクル用途主な種別

再生接続端子函、支線ガードなど⇒接続端子函、支線ガードなど

路盤材など⇒コンクリート柱

金属材、建設資材など⇒交換装置、伝送装置

撤去通信設備のリサイクルの取り組み撤去通信設備のリサイクルの取り組み

・NTTグループが所有する通信設備の撤去に伴い発生する廃棄物については、リサイクル
率が99.9％となっており、「ゼロエミッション」を達成

・・NTTNTTグルーグループが所有する通信設備の撤去に伴い発生する廃棄物プが所有する通信設備の撤去に伴い発生する廃棄物については、については、リサイクルリサイクル
率が率が99.99.99％％となっておりとなっており、「ゼロエミッション」を達成、「ゼロエミッション」を達成
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リサイクル

接続端子函

電柱標識板

電柱支線ガード

スパイラルスリーブ

黒電話

屋外線留め具

接続端子函
接続端子函
電柱標識板
スパイラルスリーブ

電柱支線ガード 電柱支線ガード

黒電話機 屋内線留め具

外被のポリエチレンを
クローズドリサイクル

外被のポリエチレンを
クローズドリサイクル

抗張力体

押さえ巻き

スロット
0.25m m

0.4m m 介在対

14m m

4心テープファイバ 光ケーブル

被覆

S M 型光ファイバ

外被

被覆

切り裂き紐

コア

ケーブル外被 ケーブル外被

リサイクル技術の今後の方向性リサイクル技術の今後の方向性

＜今後の方向性＞
・防食塗料の環境適合化（揮発性有機化合物の含有量の削減）
・構造物の劣化機構の解明（長寿命化による省資源、廃棄物削減）

＜今後の方向性＞＜今後の方向性＞
・防食塗料の環境適合化（揮発性有機化合物の含有量の削減）・防食塗料の環境適合化（揮発性有機化合物の含有量の削減）
・構造物の劣化機構の解明（長寿命化による省資源、廃棄物削減）・構造物の劣化機構の解明（長寿命化による省資源、廃棄物削減）
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情報通信分野で今後検討していただきたい課題について情報通信分野で今後検討していただきたい課題について

（１）情報通信機器自体の省エネ性能の評価基準の統一化、（１）情報通信機器自体の省エネ性能の評価基準の統一化、
標準化標準化

（２）高電圧直流給電システムのインタフェース条件の標（２）高電圧直流給電システムのインタフェース条件の標
準化準化

（３）情報通信サービスの利活用による環境負荷低減効果（３）情報通信サービスの利活用による環境負荷低減効果
の評価手法の標準化、見える化の評価手法の標準化、見える化


